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1．研究の背景と目的

本研究では、広島県竹原市を事例として、GPS 端末を
用いた高齢者の行動調査を行い、調査データの分析より、
調査対象地区の行動特性、移動特性、生活の中の活動時間
などの活動環境から認知症発症との関係性を探る。得られ
た結果より、高齢者の生活の質を守り、地域の持続可能性
を高めることを目的とする。

地域の管理者である住民の健康を推進するために、ウォー
カブルな地域整備が国交省などで推奨されている。竹原市
の高齢者の認知症者数をみると（図 2）60 歳を超えると認
知症の方が増加し、90 歳以上になると半数以上が認知症
と診断されている。谷ら註 1）が、65 歳以上の高齢者の認知

症発症率が歩道面積割合の高い地域だとそのリスクが 45%
低いと発表している。竹原でも歩道整備率と認知症有病率
を地域別に比較し、住民の健康について研鑽する。
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4.　移動特性の分析・考察

図 5 に本研究調査協力者の年齢と調査期間中の合計移動
距離を示した。市街地に住む高齢者は、地域内に生活に必
要な買い物拠点などがあるため、年齢にかかわらず移動距
離は少ないことがわかる。中山間地域に住む高齢者は、地

域内では生活用品などを調達することができず、東広島市
や三原などのショッピングモールに出かけることが多く、
日常的に車で長距離の移動を強いられていることがわかる。

図 6 は、移動手段ごとに移動にかける時間を示したもの
である。中山間地域に住む住民も違い地に住む住民も、交
通手段は自家用車が約半数を超えており、自家用車に頼っ

2．調査対象地と調査方法

本研究は、市街地の竹原市中央・本町・下野町、中山間
地域の仁賀町・田万里町・新庄町を対象とし、高齢者の生
活行動調査を行い、生活行動の実態を図る。　

竹原市役所の福祉課の方々に 65 歳以上の高齢者を選定
してもらい、事前調査で協力者の健康状態や生活機能の評
価註 2）、主な活動内容の聞き取りを行った。協力者の健康
状態に問題はないと判断をした者（市街地 26 名、中山間
地域 25 名）に協力いただき、腕時計型の GPS 端末註 3）を
装着して生活し、起床から就寝までの 1 日の行動を 2 週間
記録した。中山間地域は 8 月の子供が帰省するお盆を挟む
2 週間と、季節がよく外出しやすい 10 月の 2 回、市街地
は 10 月のみ調査を実施した。

調査で得られた GPS の移動軌跡は GIS データに変換す
る。また、対象者にも行動記録を行っていただき、後日回
収した GPS データにあわせて日常生活における活動内容
や活動時間、交通手段、移動目的等を集計し、数値化し、
生活タイプ別に整理し分析する。

3．行動特性の分析・考察

行動分析では、有効データ 25 人分より、行動を 9 種類
に分類し、生活タイプの特徴を見極め、滞在場所や滞在時
間など各タイプの特性を見出す。本調査では、得られた結
果より対象者の生活タイプを静養型、家事型、仕事・社会
参加活動型、外出型、趣味・娯楽型に分類した（図 3・4）。

地域特性に関係なく、年齢的に静養型が一番多く、自宅
での滞在時間が最も多く、活動量の低さが目立つ。家事型
は、静養型に次いで自宅滞在時間が長く、一日を通じて家
庭内活動が分散されている。社会・参加活動型は、仕事や、
地域の活動などに時間を充てている。外出型は、市外問わ
ず様々な場所に外出している。趣味・娯楽型は、一日を通
して趣味の時間が確保されており、自宅での滞在時間が短
いことがわかった。農業型は中山間地域でしか見られない
生活タイプであるが、農作業は一度に長時間かけることが
多いた。その他の時間は家事に充てる時間が多く農作業と
家庭内での仕事の両立がなされている。
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た生活をしている。中山間地域の住民は、遠距離移動をす
る際に JR やバスを利用する人がいるが、車の免許を返納
した人の場合は、福祉バスと JR または長距離バスを利用
し、近隣の買い物拠点や、親族宅に出かけている。市街地
では、高齢者の徒歩可能とされる 500m 圏内に医院や日用
品を購入可能なスーパーなどがあり、自転車または徒歩で
の移動となっている。中山間地期においても徒歩による移
動が見られるのは、近隣の田畑までの移動を含め、健康の
ために散歩をしているためである。

図 7 は市街地と中山間地域の調査対象者全員の移動軌跡
を GIS ソフト上でトリップ数により太さを違えて示した
ものである。主な移動先は竹原市内の商業施設、公共施設
であった。そのほかにも、国道 2 号線、185 号線を経由し
て東広島市への移動、国道 2 号線、432 号線、県道 75 号

線を経由して三原市への移動が見られた。また、訪れた施
設の回数も示しているが、これより商業・公共施設に集中
していることがわかる。これは、高齢者の移動目的が生活
維持に直結する移動に限定されやすいことがわかる。
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図 8 に主要な行先と訪問回数を、図 9・10 には福祉バス
のルートとバス停の位置、調査対象者の移動奇跡とよく訪
れる主要施設や拠点施設を示した。図 9 に示したように、
市街地では移動頻度の高い経路と福祉バスのルートが重
なっているが、福祉バスの利用者はいなかった。その理由
として、福祉バスを利用しようとするとバス停まで移動す
るよりも直接目的地に移動したほうが時間・移動距離が短
くなるケースが確認できた。また、停留所に止まる時間を
懸念し、福祉バスの時刻表に生活リズムを合わせて生活を
することに抵抗を感じられていることが、調査時のヒアリ
ングにより明らかになった。

中山間地域の調査対象地区別に移動軌跡（図 10）の特
徴をみると田万里町および仁賀町では竹原市中心部への移
動に加え、に東広島市に立地する商業施設や医療施設への
移動が比較的多く確認された。こうした移動傾向の背景に
は、田万里町および仁賀町が東広島市と地理的に近接して
おり、国道 2 号線や県道 351 号線といった道路網を通じた
アクセス性が高いという地形的・立地的条件が影響してい
ると考えられる。

田万里町には福祉バスのコースが設定されている。仁賀
町はデマンド型乗合タクシーが運行しており市内への移動
手段が確保されている。一方、新庄町は竹原市内への移動
が多く見られ市外への移動は比較的少ない傾向にあるが、
福祉バスの運行ルートが設定されていない。

4．歩道整備と認知症有病率の関係の考察

谷ら（東京医科歯科大学国際健康推進医学分野）は、65
歳以上の日本の高齢者 76,053 名を約 3 年間追跡した結果よ
り、近隣の歩道面積割合と認知症発症に関係がある、とし
ている註 1）。歩道面積割合の高い地域に住む人の認知症リス
クは 45% 低い。竹原でも歩道整備率と認知症有病率を地域
別に比較し、同様のことが言えるか研鑽することにした。

図 11 に地区別高齢化率、図 12 に地区別認知症有病率を
示した。これらより、本研究調査地区にも、高齢化率が進
んでいるのに認知症有病率が低い地域（中央・田万里）が
あることがわかる。図 13 は、幹線道路の延長に対し、歩
道延長の割合を算出し、歩道整備率を示した。図 12 と図
13 より、竹原市では、歩道整備率と認知症有病率に関係
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はみられない。
図 11 と表 1 を見ると認知症有病率が高い地域では静養

型の割合が高いことがわかる。なお、本研究で行った生活
行動調査の協力者は、事前に認知状況に支障がないことを
確認していることから、静養時間の長い人が多い地域では
認知症発症リスクが高いことが示唆される。

また、本町、仁賀町のように、高齢化率と認知症有病率
が高い地域では、徒歩圏内に商業施設が少なく、車移動に
依存しており歩く人が少ないことが分かった。一方、中央
は免許を返納している人が多く、徒歩や自転車で移動する
ことで体を動かしているため、高齢化率が高いにも関わら
ず、認知症有病率が低いと考えられる。田万里町と新庄町

は日常生活で歩く人が多く、農作業を行っている人も多い
ため高齢化率が高くても、認知機能の衰えを遅らせている
と考えられる。しかし、これらの歩いている人が多い地区
では、歩道整備がなされているわけではなく、対象者も歩
道があるところを歩いてはいなかった。したがって、竹原
市においては、歩道整備率の高い地域（図 12）では認知
症保有率が低い（図 11）わけではなく、歩道整備がなさ
れていれば、徒歩移動者が増えるわけではない（表 1）こ
とが確認できた。つまり、個々の生活スタイルによって、
歩行の可能性が示唆されており、その生活スタイルは地域
条件に起因すると考えられる。
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表 1 より、本研究調査地区の認知症有病者と生活スタイ
ルの関係を見ると、認知機能が衰えている人が多いと静養
時間が多いまたは、静養時間に加え家事の時間が 4 割以上
を占める。家庭内で長時間過ごす人は認知機能の衰えが見
られることが確認できる。市全体の人口から（図 2）、60
歳を超えると認知症有病者が増え、90 歳以上では人口の半
数以上が認知症有病者であることがわかる。さらに、内閣
府註 4）による高齢化の推移と将来推計図を基に図 14 に、調
査対象地区の人口を年齢 3 区分で示した。下野町以外は高

齢者人口が 64 歳以下の人口よりも多いことが確認できる。
図 15 は、調査対象地区別に認知症の程度別の人数を示

し、保蔵整備率と重ねて示している。図 14・15 から、高
齢者数が過半数を占めると、歩道整備率が高い地域でも認
知症有病者が多くなっている。加齢による認知症発症は抗
えないが、図 15 で歩道整備率の高い本町と中央では、免
許保有割合が低く、徒歩または自転車での移動が多いこと
は確認できている。

6 

表 1 対象地区別の高齢者の状況 

地域名 
高齢化

率 

認知症 

有病率 

歩道延長/道路延長 

（歩道整備率） 

対象者の 

免許保有割合 
居住高齢者の生活時間割合（平均） と 地域の特徴 

下野町 39.4％ 13.7％ 
145m / 2,082m 

(7.0％) 
78.6％ 

住宅街で道路幅が狭く歩道が少ない。 

本町 52.9％ 13.4％ 
1,826m / 2,873m 

(63.6％) 
42.9％ 

町並み保存地区。移動手段は徒歩に限られる。 

中央 52.5％ 12.3％ 
1,235m / 3,555m 

(34.7％) 
25.0％ 

路側帯の白線が薄くなっていて、見えづらい。 

田万里町 52.6％ 11.8％ 
3847m / 20,829m 

(18.5％) 
100％ 

農業従事者多。ウオーキング実施者多い。 

仁賀町 51.7％ 13.8％ 
31,892m / 3,463m 

(10.9％) 
100％ 

地形による移動手段の制限。車に依存した生活。 

新庄町 47.8％ 11.2％ 
26,771m / 4,559m 

(17.0％) 
62.5％ 

農作業をしている人が多い。 

※1 日本の平均高齢化率は 29.4％  ※2 日本の平均認知症有病率は 12.3％ ※3 ネガティブな箇所は黄色掛け 
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5．結論

本研究では、協力を得られた中山間地域 3 地区、中心市
街地 3 地区で、腕時計型 GPS を用いた生活行動調査を実
施した。調査協力者（65 歳以上）の生活行動は、静養型、
家事型、仕事・社会参加活動型、外出型、趣味・娯楽型、
農業型の 6 つに分類され、調査地区ごとに異なる移動特性
を持つことが明らかとなった。

また、調査協力者は 65 歳以上の高齢者としたため、女
性の割合が高くなったこともあり、生活時間は静養だけで
なく家事の時間が多かった。竹原市内の認知症発症状況を
地区別に示したところ、認知症有病者率の高い地区のうち、
調査を行った地区の生活行動の特徴として静養や家事の時
間が多いということが分かった。竹原市では、認知症有病
者率と歩道整備率の関係は見いだせなかったが、歩道整備
率の高い地区では免許保有割が低く、自家用車に頼った移
動を行っていないことが分かった。

日本では、65 歳以上の高齢者の約 15％が認知症有病者
であるとされている註 5）が、本研究調査地区では最高値を
示した仁賀町で 13.8％であったことから、全国平均よりも
認知症発症率が低い。竹原市の高齢化率は 42％（2020 年
度国勢調査）、日本の高齢化率 28.8％（2020 年度国勢調査）

にくらべ、はるかに高齢者人口が多い。高齢者率が高いが、
健康が保たれているのは、地区ごとに高齢者を対象とした
イベントが多いことも要因として挙げられる註 6）。さらに、
中山間地域では自宅から所有する農地までの坂道を徒歩で
移動する、市街地では町並み保存地区などでは徒歩圏に生
活利便施設が立地していることに加え自家用車の利用が難
しいため徒歩か自転車での移動を強いられている。歩くこ
とが認知症発症リスクを軽減するのであれば、関係性が確
認できる。

調査地区では、歩かれている道路は歩車分離されておら
ず、道路幅員のデータを分析すると高齢者が安全に移動す
るには十分なスペースが確保されていない。幅員が広い道
路には歩道を設ける、歩道整備が困難な地域では道路幅員
の拡幅を行い、安全な歩行空間を確保することが不可欠で
ある。歩道整備や歩車分離の導入を進めることで、高齢者
の移動の自由度が向上し、さらに健康寿命の延伸や認知症
発病の予防につながると考えられる。

調査対象者の移動についてであるが、移動距離によって
移動手段が異なり、500m 圏内であると、徒歩移動が相対
的に多かった。1㎞前後の中距離移動では、徒歩、自転車、
自動車の割合が多く、複合的に利用されていることが確認
できた。5km 以上の長距離では、自家用車が一般的でそ
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の中でバスと JR での移動が見られた。高齢化が進む中で
免許返納後の移動手段の確保が社会課題となっている。そ
のため、移動手段として福祉バスの整備は重要である。

図 16・17 に示すように、福祉バスのルートと対象者の
移動軌跡が重なりを見せているが福祉バスの利用者が見ら
れない。主要施設や芸陽バスの乗り換え地点にバス停が整
備されているにも関わらず福祉バス利用者が皆無なのは、
バスの巡回する本数が少なく、福祉バスの時刻表と生活リ
ズムが合わないことが起因する。そこで、路線やバス停を
増やすことにより利便性を上げることで利便性を向上する
ことができると考える。また、バスの運行ルートの改善案
を図中に示している。図 16 の築地・塩町コースでは、本町、
下野町を通ることで高齢者徒歩圏である 500m を超える施
設に訪れる際の福祉バス利用を見込める。新庄町は竹原市
内への移動が多く見られたが、福祉バスのルートは存在し
ていない。そこで新たに新庄コースを追加することにより
竹原市内の利便性向上が期待できる。
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註 1）	 文献 8 の谷ら（東京医科歯科大学国際健康推進医学
分野）が、65 歳以上の日本の高齢者 76,053 名を約 3
年間追跡した結果、近隣の歩道面積割合と認知症発
症に関係があることが示された。具体的には、歩道
面積割合の高い地域に住む人の認知症リスクは 45%
低い。

註 2）	 老研式活動能力指標、老年期うつ病評価者尺度を用
いた対象者の健康状態や生活機能の評価を実施して
いる。

註 3）	 GARMIN FOREATHLETE 55 を使用。データの分
析には「Garmin Express」を利用している。

註 4）	 文献 9）
註 5）	 文献 11）国勢調査に基づく 2010 年人口を用い直接

標準化法で人口分布の影響を取り除き、標準化有病
率をメタ解析により統合した。その結果、認知症の
全国有病率推定値は 15% であり、標準誤差 0.0136、
95% であった。（p8）

註 6）	 文献 10 の斎藤ら（国立長寿医療研究センター）に
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